
第１回テレワーク推進部会 会議結果 
 

１ 日時及び場所 

 (1) 日 時 令和２(2020)年 10 月 13 日(火)14 時 45 分～16時 10 分 

 (2) 場 所 栃木県庁本館９階大会議室３ 

 

２ 出席者 

 ［構成員］ 

 栃木県、宇都宮市（栃木県市長会）、茂木町（栃木県町村会）、栃木労働局、 

日本労働組合総連合会栃木県連合会、(一社)栃木県経営者協会、(公社)栃木県経済同友会、

(一社)栃木県商工会議所連合会、栃木県商工会連合会、栃木県中小企業団体中央会 

 ［オブザーバー］ 

関東経済産業局、(株)足利銀行、(株)栃木銀行、(一社)とちぎニュービジネス協議会、 

(株)NTT 東日本栃木支店 

 

３ 議事等 

 (1) 議事 

    ① テレワークに関する国等の動き、県の取組の概要【資料１・参考資料】 

       県労働政策課から国及び県のテレワーク関連施策等の概要について説明 

② 総務省「テレワーク・サポートネットワーク事業」【資料２】 

      (株)NTT 東日本栃木支店からテレワーク・サポートネットワーク事業について説明 

   ③ 栃木県オフィス県内移転推進事業【資料３】 

      県産業政策課からオフィス県内移転推進事業について説明 

   ④ スマートワーケーション推進事業【資料４】 

      県観光交流課からスマートワーケーション推進事業について説明 

   ⑤ テレワーカーの移住・定住の推進及びお試しサテライトオフィスの設置促進【資料５】 

      県地域振興課から UIJ ターン促進・関係人口創出事業及びとちぎお試しサテライト 

     オフィス設置促進強化事業について説明 

   ⑥ 厚生労働省の検討会における「テレワーク」検討状況【資料６】 

     栃木労働局から厚生労働省の「第１回これからのテレワークでの働き方に関する     

検討会」の結果概要について説明 

     

 (2) 質疑応答・意見交換 

   ◎部会で出された主な意見 

   ① 行政が実施しているテレワーク関連施策の情報が企業に伝わっていないので、PR    

方法の工夫が必要である。 

   ② 中小企業がテレワークを導入する際、「上手くいかなかった」事例も参考になるので、 

    こうした事例も発信して欲しい。 

   ③ 中小企業がサテライトオフィスを整備するのは難しいので、行政が主導して実施し

ていく必要がある。 

   ④ ワーケーションの推進に併せて、企業がオリジナルの休暇制度を検討する方向にな     

    るといい。 

   ⑤ ホテルをサテライトオフィスに改修する場合等の補助制度も検討して欲しい。 

   ⑥ シェアオフィスの整備に併せ、地域の魅力を発信していくことも重要である。 

   ⑦ テレワーカー向けの住まいに対する支援も検討していく必要がある。 

    ⑧ シェアオフィスの整備にあたっては、企業・労働者間の交流の仕掛けづくりも併せて 

    検討して欲しい。 

 

 (3) その他 

    県労働政策課から今後の部会の協議テーマ及び進め方について説明【資料７】 


